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福島第一原発事故を受けた原子力 

損害賠償支援機構法の成立について 
 

はじめに 

本年 8 月 3 日、国会において原子力損害賠償支援機構法（以下「支援機構

法」といいます。）が可決、成立しました。同法は、3 月 11 日に発生した

東北地方太平洋沖地震に伴って発生した東京電力株式会社（以下「東電」

といいます。）の福島第一原子力発電所から放射性物質が流出する事故

（以下「本件事故」といいます。）による、東電の損害賠償責任の履行を

支援することを目的としたものです。 

当事務所はすでに、本件事故による東電の賠償責任について本年 4 月の 

クライアントブリーフィング「原子力損害の賠償に関する法律の概要と 

損害賠償責任」1において、また、支援機構法案については本年 6 月のクラ

イアントブリーフィング「東京電力による原子力損害の賠償責任履行に 

対する政府の支援」2において、それぞれ検討を加えました。本クライ  

アントブリーフィングではさらに、この度国会にて可決成立した支援機構

法の内容等について、当初国会提出時の同法案と比較しつつ検討します。 

支援機構法案提出の経緯 

原子力損害の賠償については、原子力損害の賠償に関する法律（昭和  

36 年 6 月 17 日法律第 147 号、以下「原賠法」といいます。）第 3 条に 

よって、原子力事業者（今回のケースでは東電）が単独でその責任を負担

する、いわゆる「責任集中の原則」が採用されています。 

しかし、本件事故においても顕著なように、原子力損害は場合により広範

かつ長期に及ぶこともあり、一民間企業である電力会社がそのような損害

に対する賠償責任を常に単独で履行することができるとは限りません。 

そのため原賠法第 16 条は、同法の下で原子力事業者に対して締結が義務

付けられている民間保険契約や政府保証契約をもってしてもカバーでき 

ない範囲の賠償責任について、政府が必要な援助を行うべきことを定めて

います（以下同条を「政府援助規定」といいます。）。 

 
1 原子力損害の賠償に関する法律の概要と損害賠償責任

http://www.cliffordchance.com/publicationviews/publications/2011/04/fukushima_potentialnuclearliabilitie.html 
2 東京電力による原子力損害の賠償責任履行に対する政府の支援

http://www.cliffordchance.com/publicationviews/publications/2011/06/fukushima_proposedgovernmentalsupportfo.html 
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ただし、政府援助規定は単に政府が援助を行う旨を抽象的に定めているにとどまります。そこで、本件事故

の発生に伴って同規定が実際に適用される公算が高まったことを受け、本年 6 月、政府は支援機構法案を 

取りまとめ、国会に提出しました。同法案は衆議院での若干の修正を経て、8 月 3 日に成立の運びとなり 

ました。 

支援機構法上の支援の枠組み 

1. 支援スキームの全体像 

支援機構法に基づく政府による支援の枠組みは、概要以下の通りです。（末尾添付のスキーム図も 

合わせてご覧ください。）なお、各下線部分は、それぞれ今回支援機構法案が国会で審議される過程

において変更された部分を示します。 

• 原子力損害の賠償支払いの支援組織（以下「機構」といいます。）を設置する。 

 東電等の各原子力事業者が、機構に対して負担金を納付。 

 政府も交付国債や政府保証等の必要な援助を機構に対して提供。 

• 機構はその運営委員会の議決を経て、原子力損害賠償責任を負う原子力事業者（以下「援助

対象事業者」といいます。）に対して援助を提供する。 

 機構による援助として具体的には、資金の交付（現金、貸付又は保証の提供、援助 

対象事業者の発行する株式又は社債の引受け等）や資産買い取りなどを想定。援助 

金額には特定の上限を設けない。 

 ただし、援助を受けた援助対象事業者は、以下を義務付けられる。 

o 特別な負担金の支払い（その額は毎年の事業収益等を踏まえて設定） 

o （当該原子力損害が支援機構法施行前に発生した場合には）徹底した経営合理

化と経営責任の明確化（国会審議の過程で新設） その趣旨は必ずしも明確で

はないものの、人員整理や賃下げ、現経営陣の退任が含まれる可能性があり 

ます。 

 機構は援助対象事業者からの委託を受けて、自ら賠償金の全部または一部の支払いを

行うこともできる。（国会審議の過程で新設） 

• 援助対象事業者に対しては、その賠償履行の状況や経営合理化等に関し、政府が監督を実施

する。より具体的には、 

 援助対象事業者への援助にあたり、機構が政府の支援を必要とする場合、機構及び 

援助対象事業者は共同して特別事業計画を作成し、政府の認定を受けなければなら 

ない。 

 政府は援助対象事業者を監督し、認定特別事業計画の適切な実施を確保する。 
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• 政府は、これまで原子力政策を推進してきたことに伴う社会的責任を負っていることに鑑み、

機構がその目的を果たすことができるよう、万全の措置を講ずる。（国会審議の過程で  

新設） 

 当該規定は政府も本件事故に対する間接的な責任を負っていることを強調するために

挿入されたものと思われます。 

• 機構は、援助対象事業者に係る原子力損害を受けた者の相談に応じ、必要な情報提供・助言

を提供する。機構は当該業務を第三者に委託することも可能。 

2. 国会審議での修正点 

支援機構法案は当初、本件事故による損害の拡大を受けて、被害者救済などを目的として作成され 

ましたが、国会審議においては、そのような事故が発生する遠因となった国の原子力政策についての

責任、及び東電の経営責任等を問う意見が出されました。 

そのため、支援機構法案は審議の過程において修正され、上記の通り①同法冒頭部分（第 2 条）に 

おいて国が「これまで原子力政策を推進してきたことに伴う社会的な責任」を負うことを確認すると

ともに、②支援機構法施行前に発生した原子力損害（つまり本件事故による損害）に関する支援に 

ついては、当該原子力事業者（東電）に経営責任の明確化を徹底する等の義務を課す旨が、それぞれ

新たに規定されました。 

なお、支援機構法の省令の作成及び関連法令の改正も実施され 2011 年 8 月 10 日付官報に掲載され 

ましたが、いずれもその内容はすぐれて技術的であり、国会審議によって新たに挿入された支援機構

法中の上記各規定を明確化するものではありません。 
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政府支援のスキーム図（経済産業省ホームページを元に作成） 
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